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こんにち文部省は｢世界においてもっとも中央集権化された官庁の一つかも知れない1)+

といわれ, ｢無答真の巨大なる権力の府2)+だとの批判もうけている.しかし戦前は必ずし

もそうでほなかった｡といっても, ｢中央集権化された官庁+でなかったのではなく, ｢無

答責の巨大なる権力+を保持していなかったのでもない｡文部省のもつ行政権限は小さい

ものではなかったし,教育行政組織が極端な中央集権タイプであったことも広く知られて

いるとおりである｡その上1871年(明治4)設置された文部省は,中央政府機関の中で最も

古いものの一つに属する｡にもかかわらず文部省は最も弱体な官庁であり,政府部内でも

軽視され,あるいは無用の長物祝されがちであった｡歴代文相の大部分が｢伴食大臣+で

あったことは隠れもない事実である豊).戦前の著名な教育雑誌も,その社説において次の

ように述べたことがある｡

文部省は,国家の三大事業の-とも数へらるゝ教育の当局にてありながら,陸海軍省

は更なり,逓信省,若しくは農商務省はどにも重んぜられず,文部省の省令,訓令の如

きほ,地方長官がさのみ之に顧慮せぎる所なりとは普く人の知る所--加之内閣の変動

毎に,文部の椅子を当てがはるゝ其の人を見よ,常に内閣貞中の,第二流,第三流,香

第十流の人にあらずや--内閣を始め一般の政治界に於いて,文部省が斯く迄無勢力な

るのみならず,文部省は教育界に於いて,教育事務の処理上にも亦甚だ無能にして,教

育家の満足すべき教育機関たるの芙を現はしたること少なし4).

文部省廃止問題がたびたび起こることになったのもふしぎではない｡とりわけ1903年

(明治36),国定教科書制度強行に際しての文部省の不仕末が引金となって廃止が喧伝され

たことはよく知られているが5),廃止問題が起こったのはもちろんこの時だけではないo

1885年(明治18)の内閣制度発足直後から15年戦争期まで,問題は繰返して,いろいろのレ

ベルで提起されつづけた｡文部省廃止論がジャ｢ナリズムを願わしたこともあれば,政府

部内で廃止が真剣に検討されたこともある｡政府への建言や帝国議会での提案･論議を通
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じて,文部省廃止が政府に要求されたこともあるoその根拠や理由も区々であって,文部

省の不仕末のみが廃止論議の導火線となったとは限らないoこのはか,廃止ではなく文部

省の機構･権限の大幅縮少が主張されたことも,また一再にはとどまらなかった｡

このように,文部省廃止や締少が絶えず問題になりつづけているだけに,教育史研究に

おいでそれが取上げられたこともたびたびあったo管見の範囲でも,佐藤秀夫6,,平原春

好7),神田修8),梶山雅史9),石附実10)などの研究があるoしかしこれらの研究ほ,必ずし

も廃止問題そのものを中心テ-マに据えたものではないo佐藤,平尉ま教育政策諮問機関

の成立過程を扱う中で･神田は教育行政組織改革論の一環として,文部省廃止論を取上帆

梶山,石附はそれぞれ平民主義,国粋主義の教育論を扱う中でこの問題にふれているにと

どまる｡本稿ではこれら先行研究とは異なる角度から,すなわち文部省廃止問題を副題に

掲げた天皇制教育体制確立過程での試行錯誤とみる角度から,若干考えてみたい｡考察す

る時期は1890年(明治23)前後(第2議会解散の91年末まで)に限定する｡その理由は次の二点

に要約できる｡

第一は,
-この時期にさまざまの文部省廃止論･縮少論が集中的に現れていることである｡

1890年はいうまでもなく帝国議会開会の年であるo文部省廃止はとくに,第2議会(91年)

で問窟にされたが,それに先立って政府部内でもまた民間においても論議が重ねられた｡

恐らくこの時期ほど,文部省廃止論が集中的にさまざまの人たちによって提起されたこと

は,他には少ないのではないかと思われるoその中には先行研究で見落されているものも

多いo紙幅の限られた本稿では,他の時期の廃止論にまで論及する余裕はない｡

第二は,この時期に現れる廃止論の多くが,天皇制教育体制の形成という当該期の重要

問題と関連することが予想されることである｡
1890年は教育勅語発布の年でもある｡周知

のよううに教育勅語発布は天皇制教育体制形成の画期となる出来事であったが,もちろん

教育勅語発布と同時に,天皇制教育体制が一挙に確立したわけではない.それに先立つ何

年かを含めて,天皇制教育体制ほ当時なお形成途上にあった.それゆえのちにこの体制の

推進機関となる文部省がこの時期に廃止論の対象となった教育史的意味は,十分な検討を

必要とするものがあるのではないかと思われるのである｡

以上のような理由から,本稿では1890年前後の文部省廃止論(縮少静を含む)の内容をま

ず明らかにし,併せてその教育史的意味を探ってみたいと思う｡
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管見の範囲で恐らく最初1)のものではないかと思われる文部省廃止論は,
『森有礼全集』

巻二および『伊藤博文関係文書』七に収められた十一月二十九日付内閣総理大臣宛森有礼

書翰に見出される｡まず,本書翰の全文を引いておこうo

別紙之通内務大臣-通知仕侯に付,為念中上置侯也o

十一月廿九日 有 礼

内閣総理大臣殿

別 紙

今夕大山大臣官宅於て御公話中,文部省を内務省の管轄に属するを可とすとの高実

は,或は理利共に方今の国勢に相応の事ならんo就ては明日は小生より其議を内閣

会に提出する方妥当なりと考侯に付,為念此旨申進供也o

十一月廿九日 有 礼

内務大臣殿2)

年号を欠いているものの,文中,内閣絵理大臣,内務大臣の語がみえるところから･こ

の書翰が内閣制度成立以後森暗殺までの間のものであることはいうまでもないが･この期

問の内務大臣は山県有朋であるo明治の高官中,保守反動の典型であり軍国主義の首魁と

みられている山県が｢文部省を内務省の管轄に属する+こと,つまり文部省廃止(=内務省

への移管)を提案し,国家主義教育の権化ともみなされている森がこの提案を｢方今の国勢

に相応の事+として受机､れていることが判るが･本書翰のこのような内容ほ,山県や森

について通常懐かれているイメージとは一見相当に掛離れているoこのことが研究者に戸

惑いを感じさせたためでもあろうか,こんにちまでおびただしい数に達している森有礼研

究の中で,本書翰を取上げているものは見当らないようであるo

既成のイメージとの帝離のほかに,この書翰についてほ若干の疑問点が残るo森が書い

たものであることは疑えないにしても･いくつかの不分明な点があることは確かであるo

その一つは,この事翰が善かれたのはいつか,つまり山県が文部省廃止を提案したのはど

のような状況のもとでのことなのかということであり,第二は森が認めた文部省廃止の

｢理利+とは何か,換言すればこの文部省廃止論の論拠は何かという問題であるo結果的に

は山県の廃止提案をま不発に終るのであるが,その間の経過はどうだったのかということも,

恐らく第三の疑問として追加されよう.これらの疑問に直接答え得る史料は見出されてい

ないが,傍証によってある程度の推測可能な問題もあるo以下,能う限りの追求を試みた

い｡

まず本書翰成立年次の問題であるが,内閣制度成立後森暗殺までの11月29日といえば,

1886年(明治19), 87年, 88年のいずれかであるoところが『森有礼全集』は本書翰を88年

(明治21)のものと推定し,一方『伊藤博文関係文書』では86年と推測されているo両者と

もに87年(明治20)と見ていないのほ,この年の11月29日には森は第三地方部学事巡視から

帰途についたばかりで(30日着京),在京していないことが明らかだからであろうoしかし

両者はいずれもその推測の根拠を示しておらず･しかも推測結果は上述のように異なって
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いるので,まずこの点を吟味する必要がある｡

本書翰別紙によると, ①｢明日+,つまり11月30日に｢内閣会+ (閣議)が開催される予定

であること, ②｢今夕+,つまり11月29日夕, ｢大山大臣(大山巌陸軍大臣)官宅+で会合が

あり,山県･森がそれに出席していること,の二点が判明する｡従ってこの①②がともにあ

つたのが86年か88年かが明らかになれば･本書翰成立年次が確定できるわけである｡しか
し閣議に関しては周知のように正式記録は残っておらず,また②は私的な会合なので公式

記録が残存していない上に, 『大山駐文書』, 『山県有朋文書』 (ともに国立国会図書館憲政資料

室)にも,+この会合の年次を示唆するものは見出せなかった.それゆえ二次的史料による

傍証に頼るほかはないが･まず①については, 86年11月30日に閣議が開かれていること
が,次の新聞記事によって判明する｡

○内閣会議(1韻詣前例刻より伊藤総理大臣を始綿大臣井蛸川内務次官等内閣へ(ママ)

参集ありて臨時内閣会議を閉らき午後三時過ぎ退散せられたり｡其会議問題は今度伊藤

総理大臣其他の九州地方-出張せらるゝ件に関せし事なるべしと噂せりS)0

それではこれによって本書翰を86年のものと断定してよいかというと,実は88年11月30

日の閣議開催を伝える次の記事がある｡

○閣議(liB詣前ト時より黒田総理大臣を始め各大臣内閣へ参集,閣議を開き午後
三時過退散せり4)o

全く偶然のことではあるが, 11月30日には86年にも88年にも閣議があり,結局①によっ

ては本書翰成立年次を確定できないことになるo次に②に該当する会合については,それ

が86年のものではないかという推測を成立せしめるに足りる次の記事が見出される.

o大山陸軍大臣の宴会
同大臣には'iiB#昌'j=後七時より永田町の官舎へ伊藤総理大

臣,井上外務大臣,山田司法大臣,山県内務大臣,森文部大臣及び吉井宮内次官,高崎

東京府知事等の方方を招待して新館披露の宴を開かれたり6,.

0大山陸軍大臣は一昨二十九日午後七時より,伊藤,山県の両大臣及陸海軍将校数名を

官邸に招請して,何か協議の末饗宴を開きたるよし6).

念のため88年11月29日の山県･大山らの動静を新聞記事によって追うと,まず同日正午

山県は｢御陪食仰せつけられ+ており･これには三条実美･伊藤博文らが同席している7,0

そして同日午後5暗から山県の送別会(12月2日渡欧予定)が九段借行社で開かれ,大山も

出席している8)o この間の森の動静は明らかでないが,これらの記事に致して②の会合が

あったのが88年11月29自でないことはほぼ確かである｡結局②は86年のことに属し,従っ

て本書翰の成立も同じく86年と考えて,まず間違し､ないであろう｡ 86年なら宛名の内閣総

理大臣は伊藤博文であり(88年11月の首相は黒田清隆),本書翰が伊藤家に伝っていることも

無理なく理解される｡

それでは山県が文部省廃止案を提起した86年11月頃の文部省はどのような状況にあった

のだろうか｡そのちょうど10か月前の86年1月,森は｢文部省-全国ノ教育学問ニ関スル

行政ノ大権ヲ有シテ其任スル所ノ責随テ至重ナリ9)+と書いているo そして3月から4月

紅かけて諸学校令が公布され, 5月から11月にかけてはその施行細則的な諸規程が次々に
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制定されている｡この間6月には,森は第一地方部府県学務課長･師範学校長に対して,

文部省の行政責任を強調する演説を試みている10)｡少なくとも表面に現れた限りでは,内

閣制度発足後一年間の文部省の歩みははぼ順調で,廃止論を惹起こす要因が当時の文部行

政の在り方自体にあったとは認め難い｡文部省が世の撃摩を買うことになった下田歌子国

文小学読本事件11)が起こるのは翌87年,同じく東京府読本事件12)が起こり,また｢無効有

害1S)+という批判を浴びる｢学生取締法14)+を森が試みようとしたと伝えられたのは88年

のことである｡文相就任後一年の森が,かねて文部省廃止説に傾いていたらしい形跡は全

くなく,また彼をして廃止は当然と考えさせるような事情が文部省内部にあったとも思わ

れない｡

それにもかかわらず,森が山県の廃止案を受けいれたのは,彼自身が書いているように

｢理利共紅方今の国勢に相応+と認めたからであるo この｢理+と｢利+とが具体的に何を

指すのか,すなわち,山県の文部省廃止論の論拠が何なのかということを直接に明示する

史料はない｡しかし若干の推測を試みるなら,教育行政が本来内務行政の一部であること

に,恐らく文部省廃止の｢理+が求められたのではないだろうか.のちにもふれるように

文部省廃止説は形式的に分壊すると,教育行政の①内務省移管説, ②内閣直属説, ③天皇

直属説に分れるのであるが15),山県の主張は①である｡ ①は本稿が対象とする時期の文部

省廃止論としてむよその数が最も多く,のちに見るごとくその中には教育行政が内務行政の

一環であることを文部省廃止理由にあげているものもある.山県がこの点に文部省廃止の

｢理+を認め森がそれに同意したということは,決してあり待ないことではないであろう｡

①においてはふつう,帝国大学や文部省直轄学校を独立させて文部省所管事務を縮減し

その上で内務省に移管することが主蛋されるのであるが,山県が帝国大学の独立を考慮の

内に入れていたかどうかは明らかでない｡しかし帝大等の独立なしに文部省事務の縮少-

内務省移管をはかることは,不可能ではないにしても極度に困難であろう｡山県がこのこと

に気づいていなかったとはいえないのではないだろうか.一方森は,のちに大学の｢自動+

について述べたことはあるものの16),帝大独立について直接語ったことはない｡ただ彼が

帝大授業料の増徴措置を採ったのは17),大学の財政基盤を固めてその独立を意図するもの

だったという推測もなされている18)｡大学の財政的自立を徐々にはかっていく政策ほ1880

年頃まで一貫して政府の採用するところだったのであるから19),授業料収入という自主財

源への依存度を高める上記措置ほ,確かに80年以前の大学財政政策-の復帰に通じるもの

がある｡これは,森の諸施策には80年以前の政策の復活という性格を帯びるものがあると

いう事実と整合的であり,彼が大学独立を認める姿勢をとったとしても,さまで奇異なこ

ととは考えられない｡

文部省廃止の｢利+を山県や森がどこに見出したかについても,それを直接明示する史

料を突きとめる′ことはできなかったが,行政経費の節減が廃省の｢利+とされたであろう

ことほ推測に難くないo山県は経費節減には熱心であったらしく,翌87年のこととし七

『めさまし新聞』は次のように伝えている｡

聞く処に依れば昨年中片岡健吉氏が山県伯に面会の際,減税の事に就き話柄尭に政費

節約に及びしに,伯の説には頗る感服すべきもの多かりしと20).
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また『東雲新聞』も, 『公論新報』の次の記事を転載しているが,上引記事とほとんど

同内容･同表現である｡

或る人の敷街する所に依れは,客年片岡健吉氏が山県伯に謁せし際,減税の事に就き

話柄寛に政費節約に及びしに,伯の説には頗る感服すべきもの多かりしと21)0

この記事が出た頃片岡は保安条例に抵抗した廉で獄中にあったが,ニュース･ソースと

目される｢或る人+は彼に近い自由党系の人物であろう｡この記事が『めさまし新聞』な

ど自由党系新聞のみにみえることからもこのことほ傍証されるが,もしそうであるなら,

この記事内容の信演性はかなり高いとみてよいであろう｡片岡が87年秋の三大事件建白に

際して山県に面会していることは,片岡の日記軒こよっても確かめられるのである22).なお

片岡はこの時森にも面会しているが,森の対応については何も伝えられていない｡しかし

保安条例施行直後の伊藤宛森書簡案では, ｢政府ノ事業中ニ不急ノ要件ト須急ノ要件トヲ

判定スル事+が｢自今ノ急務+だと力説されている28)｡ある意味で至極当然のことをかな

り抽象的に述べているのみなので, ｢不急ノ要件+の中に文部省が含まれ得るのか否かの

判定は難しいが,保安条例施行前においても森が政費節減に不熱心であったとは,少なく

ともいえないであろう｡周知のように経済主義の教育は,森のかねての持論であった｡公

表された限りでの森の経済主義の主張は専ら学校経済を対象とするものであったが,教育

行政が経済主義の対象になるベきでない理由も存在しない｡経費節減の｢利+という観点

からの文部省縮少ないし廃止論は,森の持論に適合するものでもあった筈なのである｡

しかしながら,片岡が｢感服+したという87年秋の山県の経費節減論はともかく, 86年

11月時点でのそれには,節減自体が目的だったとは考え難い点がある｡前に引いた86年11

月30日閣議記事によると,伊藤首相の九州地方視察が議題になったといわれるが,この九

州視察とは,伊藤･大山陸相･山田顕義法相(元陸軍少将)が翌12月1日,対馬視察に出発

したことを指す｡当時イギリス･ロシア両艦隊の朝鮮･日本近海への進出がつづいており,

これに備える海防策という名目で対馬に警備隊が新設され砲台構築が進められた.その経

費85万円と報じられている24)｡伊藤らの対馬視察は,この海防策に連動するものであった

が,山県はこの時臨時砲台部長に就任している25).このような事情を考え合わせると,こ

の時の節減論は実は海防費財濠を生み出すことを目的としていたのではなかったかと考え

られる. 1882年以降軍備大拡張計画が進められ軍事費の膨張はすでに著しかったが,海防

費という名目の新しい軍事費を賄うために,山形が文部省廃止-経費節減を主菜した公算

は大きい｡文部省を廃止すればその2年分の経費をもって,上記砲台費はほぼ賄い得るの

である26)0

以上の推測が大筋において当っているとすれば,恐らく最初の文部省廃止論である山県

提案は,まさに軍国主義者山県にふさわしいものだったということになる｡しかしこの提

案が政府部内でどのように扱われ,なぜ実現されぬままに終ったかについては,敬すベき

史料はもちろん,推潮の手がかりになるものもほとんどないoただしよく知られているよ

うに,この時の海防費財源は行政経費節減よりも所得税の新設と, ｢海防費献金+とによっ

て賄われた｡献金の呼び水として87年3月14日,内帝金30万円｢下賜+の詔勅が出され,

それを受ける形で3月26日,伊藤は献金呼びかけの演説を行なっている27)o募金成績は良
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好で6月末には138万円28); 9月末には203万円に達したという29).結局文部省廃止は見

送られることになったわけであるが,どの時点で見送りが決定されたのかは明らかでない｡

先に引いた86年11月30日の閣議記事によると,この間議には芳川顕正内務次官がとくに列

席している｡文部省事務の内務省移管が予定議題だったためではないかとも思われるが,

むろん断定はできない｡また86年12月上旬の出発が予定されていた森の京都･九州学事巡

視が月末まで延びた理由が,政府部内での文部省廃止論議の進展と関係があるのか否かも

不明である80)o

その経過には不明の点が多いものの,ともかく山県が提案した文部省廃止案ほ立消えた

のであるが,この問題が再び取沙汰されるのは, 88年度の予算編成期に入った同年1月の

ことである｡当時,政府部内で文部省廃止が検討されている旨の報道がいくつか見られる0

ただしそれらは｢風説+や｢噂+という形で報じられており,文部省のみならず農商務省･

逓信省にまで廃止対象がひろがっているところに特徴がある｡すなわち, ｢農商務省を始

め-,二省に於ける改革+が閣議の議題になったとかSl), ｢文部･内務･逓信の三省には

最も著しき変動82)+がある,｢其の筋にては逓信省を廃止せんとの議論起り頻りに評議中83)+

などと伝えられているのであるが,一方にはこれを打消す報道も流された｡

○文部省の改革沙汰 昨今文部省にては種々の会議ありと聞き込むより,さては近々
(ママ)

改革を実行するとの噂が実説なりしか杯と様々の流説を構-伝ふる老あれど,今ま聞く
(ママ)

所に拠れば同省は目下先づ無事の方にて,只だ教員検定試験の事と年度の昔日に際し諸

学校経費上の事に付き種々打合せを要することある等の為め時々会議を開くに過ぎずと

いふB4).

0廃省の説は虚伝なるべし 昨今諸新聞紙の伝ふる所に依れば,其筋にては近々諸省

の改革を行はるゝと同時に逓信省,文部省等は廃止して,其事務は他-合併せらるゝや

に噂するものあり.中には最早や両三日にも実行せらるゝ様に言嘱す向もありしが--

之を廃止して他-合併するなどの事は実際出来難かるべければ,寿々此の噂は全く無根

の靴伝なるべしと思はる35).

この時もむろん文部省は廃止されなかったのであるから,結果的には確かに｢廃省の説

は虚伝+だったことになる｡しかしもともと｢全く無根+だったのかどうか｡ 88年1月11

日付伊藤宛の次の森書翰によると,この頃政府部内で大幅な機構改革が一応問題になった

ことがうかがわれる｡

昨日ノ閣議事件中政府内部ノ改良ノ事-談論開ケ問モ無ク止ミ,且ツ各省経費,予算

等ノ事-奄割減卜云フ如キ漠然タル財政整理法ヲ可トスルノ傾向二帰セリ｡斯ノ如キ-

従前時勢ノ所為ナリト認メ去リタルモ,現今ノ時機二達シテ未ダ以テ旧二依ラザルヲ得

ザルモノアルト-頗ル遺憾ノ事ニシテ,更二前途ヲ想-バ実二寒心ノ至ナリ｡

政府内部ノ改良二付テ-･--良シ之ヲ難問題卜見ルモ其全体-姑ク措キ,其一部分ニ

シテ且ツ十八年改革ノ際閣下ヨリ各大臣二示サレタル事項ノ中局課ノ定員二係ル事ニシ

テ,其示旨ノ精神未ダ貫キ得ザルキノノミニテモ,今之ヲ行ヒ遂ル-難事二非ルべシ-

-人ヲシテ行政部内二冗員無ク,而テ官吏ノ任用灘捗-厳二成規二則ルモノタルノ実ヲ
知ラシムル如キ是レナリ--
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明治二十一年一月十一日 有礼

伊藤内閣総理大臣殿36)

ここにいう｢政府内部ノ改良+が何を意味するのかは,この書簡には直接明示されてい

ない｡しかし各省経費-割減程度のものでないことは,森がそれに強い不満を示している

ことからたやすく判る｡また冗員陶汰や任用規程の励行は｢改良+の一部分とされている

のであるから,閣議で｢談端開ケ+た｢改良+はそれらよりも遥かに大規模のもの-悲

らく機構改革を含むものだったと考えられる｡それが省の廃合にまで及ぶものだったのか

部局の整理程度のものだったかは判然しないが,もし前者なら三省(文部･農商務･逓信)

廃止の報道は｢全く無根+だとはいえなくなるのである(後者の場合についてはのちにふ

れる)0

｢政府内部ノ改良+の必要については,森のみならず井上毅も,当時また切言していた37)0

井上の主張は財政運用の公正化(会計法の制定),高級官僚の綱紀粛正,大衆負担の軽減(間

接税の軽減)などを主な内容としたが,その目的は彼自身明言しているように,保安条例施

行によって離反した｢人心を収摸し大局を牢蓋+することにあった.その｢一部分+が

｢人ヲシテ行政部内二冗員無ク,而テ官吏ノ任用細捗-厳二成規二則ルモノタルノ実ヲ知

ラシム+ことを直接の狙いとした森のいう｢改良+ち,究局の目的において井上の主張と

軌を一にするものだったと見られる｡しかし省の廃合を含む大規模な｢改良+は,前引の

如く閣議席上で｢談端開ケ+たのみで霧散し, ｢人心収凍+策は改進党リーダー大隅重信

の閣内取込みの方に重点が移っていく(大隅は2月1日外相に就任)0 『朝野新聞』が｢今年以

後の政府は,今年以前の政府と果して同物なりとは謂ひ難き者あり｡何となれば我政府伯

爵を容れて共に今日の内閣を組織せられたるを以て考ふれば,将来の方向に就て必ず変更

する所あるが為めなるべしと想像せざるを得ず8)+と述べたのは,改進党系新聞としての

大隅入閣弁解の辞ではあるが,一面の真実を含んでいたと思われる｡大隅入閣は少なくと

も｢今年以後の政府+ほ｢以前の政府+とは違うという幻想を人びとに懐かせ,保安条例

が政府に与えたマイナス･イメージを希薄化することに役立った筈であり,その限り廃省

問題が消滅することになったのも当然であった｡大隅を内閣に取込むために,伊藤のほか

井上馨,黒田清隆,大木喬任などが動いたことはよく知られているが89',森にもその形跡が

ある｡ ｢政府内部ノ改良+の｢談端開ケ+た1月10日の閣議の前日,森は井上馨らと外相

後任問題について協議したと伝えられており40',森にとっても大隅入閣は｢改良+の代替

となることのできる｢人心収携+策であり得たと思われる｡

以上推測にわたらざるを得ない点も多分にあったが, 86年および88年に政府部内で取上

げられた廃省問題を概観した限りでは,文部省自体とは直接関係のない問題-86年の海

防費問題, 88年の｢人心収携+第一が廃省論の引金になっていることが判る｡それゆえ

問題解決の劉の方途一海防費献金や大隅入閣-が推進されるようになると廃省の必要

性が減じ,従って廃省間題そのものが立消えてしまうのである｡しかしもともと文部省と

無関係の問題を解決するために文部省をいわば犠牲にする方策が比較的安易に,しかも繰

返して提起されたことは,文部省が極めて軽く見られ,あってもなくてもよい存在,ある

いは他の問題の解決のためにはいつでも廃止して差支えない存在とみなされていたことを
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意味する｡文部省は当時,天皇制教育体制推進の中心機関とはむろんなっていなかった｡

86年11月あるいぼ88年1月頃,天皇制教育体制樹立について政府首脳がどの程度明確なイ

メージをもっていたかも明らかでない｡恐らくそれほど明確なイメージも具体的な構想も

なかったのであろう｡周知のように伊藤が, ｢我国に在て機軸とすべきは独り皇電あるの

衣+と明言するのは,枢密院での帝国憲法草案審議が始まる88年6月であり,森の｢閣

議案+に｢我国万世-≡--此レ乃チー国富強ノ基ヲ成ス為二無ニノ資本,至大ノ宝源+

と善かれるのほ87年夏のことである41).従って,海防費や｢人心収携+策が問題になった

時点では,文部省は天皇制教育体制推進の中心枚関でなかっただけではなく,文部省をそ

のような機関たらしめようとする構想もたなかった,少なくとも十分に熟していなかった

と考えられる｡上記｢閣議案+でも, ｢忠君愛国ノ意ヲ全国二普及+する機関として, ｢簡
(ママ)

単平易ナル教課書ヲ敷+く文部省, ｢体操練兵ノ初歩ヲ教-+る陸軍省,戸長･郡長を監

督する内務省の三者が想定されている｡文部省中心という考え方は,文部大臣である森か

らさえ提起されていないのである｡文部省の位置が如何に軽いものであったかがうかがわ

れよう｡

ところでこれまで述べてきたところは,森のいう｢政府内部ノ改良+が廃省を含む大規

模な鶴構改革を意味するという解釈を前提にしたものであったが,それが部局の整理･縮

少程度の比較的小規模の改革を意味した可能性も皆無ではない｡この場合は,前に引いた

廃省についての新聞報道は全くの誤報であり,単なる風説にすぎなかったということにな

る｡しかしその場合も,当時次のような意見があったことに注目しておきたい｡ ｢減税の

風説は必ず信ならん+と宿する『めさまし新聞』の社説がそれである｡

或る田舎漢の説に,風説ほど能く当るものはなし,風説の信ずべきは布告の信ずべき

よりは健かなりとは,曽て余輩の聞きたる所なるが,識者あり,之に注釈を与て,布告

は時として取消改正の沙汰あるも風説には此事なしと云ひたるより,余輩は益々風説は

健かならざるに似て其実僅かなるものなることを信ずるに至れり-･･･蓋し風説なるもの

は,其事に当る本人が自ら披露するものにあらず,実に之が四方を国境せる傍人の判断

する所にして,所謂る輿論とも云ふべきものなり--風説は取りも直さず輿論の義にし

て,又其容貌を易へたるのみ｡故に輿論にして信ずべき道理ありとすれば,風説も亦た

信ずるに足るべし42)0

ここで直接論じられているのは,上記の如く地租改正の風説なのであって廃省の風説で

はない｡またこれを論じているのが廃省説を報道した新聞なので,この意見も廃省説が結

局虚伝だったことに対する弁明と解する余地もある｡しかしこの社説がいうように,風説

が世論の意味をもつことがあるのも,一面確かな事実であろう｡もしそうであるなら文部

省廃止の風説は,報道という形をとった廃省要求であり,廃省を求める世論を背景にした

主張であったということになる｡ただこの場合の廃省主張の論拠,あるいは文部省批判の

論点がどのようなものであったかは判然しない｡しかし廃省風説が消滅するとそれに代っ

て文部省大幅縮少説が現れている43).文部省に対する根強い批判が存在したことが知られ

るのである｡そしてこの文部省批判は,やがて公然たる廃省論の形をとってジャーナリズ

ムに登場することになった｡ ｢政府内部ノ改良+を論じた森が晴殺された1889年2月以降
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のことである｡

注

1)これより免福沢諭吉は『帝室論』 (1882年5月)や『学問之独立』 (1883年6月) vLおいて文
部省の権限締少を論じたが(『福沢諭吉全集』 5, p･ 282ff., p. 379ff.),廃止論ほ唱えていないo
彼が文部省廃止を主草するのはⅠⅠで述べるように1889年のことであるo

2) 『森有礼全集』2, p･ 125f･ (『伊藤博文関係文書』7, p. 388)

3) 『東京日日新聞』明治19年12月1日.なお『時事新報』にも同様の記事があるo

4) 『毎日新聞』明治21年12月1日｡なお『東京朝日新聞』 『時事新報』『朝野新聞』にも同様の記
事がある｡

5) 『東京日日新聞』明治19年12月1日｡

6) 『時事新報』明治19年12月1日｡

7) 『時事新報』『東京日日新聞』『朝野新聞』明治21年11月30日｡
8) 『朝野新聞』明治21年11月30日｡

9) ｢自警+ (『森有礼全集』2, p. 214)

10) ｢文部省諮問協議会において第一地方部府県学務課長及び師範学校長に対する演説+ (『森有礼

全集』1, p. 485庁う

ll)この問題については上沼八郎の研究｢教科書検定制度実施前後の状景+に尽されている(『日
本教育学会第41回大会発表要旨集録』 1982年8月, p. 8)｡

12) ｢小学用教科書の優劣+ ｢教科書の騒ぎ+ (『教育時論』121号,明治21年8月25日, p. 22ff, p.

31f.)

13)鴛城漁夫｢学生取締法を設くるの風説+ (『東京輿論新誌』327号,明治21年1月25日, p. 10)
14) ｢学生取締法+ (『教育時論』lol早,明治21年2月5日, p. 28)

T5)このはか全面的地方移管説もあり得るが,この時期には現れていないo
16) ｢帝国大学教官に対する演説+ (『森有礼全集』1, p. 616)

17) ｢分科大学通則+ (『東京大学百年史』資料1, p. 637)｡なお寺崎昌男｢高等教育制度の改革+
(『東京大学教育学部紀要』No･ 8, 1965年9月,海後宗臣他｢森有礼の思想と教育政策+)は,蘇

が年額30円の帝大授業料を最終的には100円にまで増徴する計画を樹てていたことを明らかに
している｡

18) 『時事新報』明治24年9月2日｡

19)羽田貴史｢明治前期の官立学校財政政策+ (『福大史学』34号, 1982年11月)

20) 『めさまし新聞』明治21年2月23日｡

21) 『東雲新聞』明治21年2月25日｡ 『公論新報』未見のため『東雲新聞』に依った｡

22) ｢家内年鑑+明治20年11月(『片岡健吉日記』 p. 27)｡なお伊藤･大山宛12月4日付黒田清隆書

翰(『伊藤博文関係文書』 4, p･ 400)にも,三大事件建白運動中に片岡が山県甘こ面会した旨の記

述がある｡

23) 『森有礼全集』1, p. 48f.

24) 『東京日日新聞』明治19年12月3日｡

25) 『東京日日新聞』明治20年1月7日｡

26) 1886年の文部省(本省)経費ほ約39万円である(『文部省第14年度(明治19年)』 p. 15)0

27) 『東京日日新聞』明治20年3月26日｡

28) 『毎日新開』明治20年7月7日｡

29) 『伊藤博文伝』中, p. 516.

30) 『朝野新聞』(明治19年12月15日)は,延引の理由を｢伊藤総理大臣の帰京に際し御用多に付き+

と報じている｡

31) 『めさまし新聞』明治21年1月15日｡

32) 『めさま/し新聞』明治21年1月19日｡

33) 『東雲新聞』明治21年1月22日｡

34) 『郵便報知新開』明治21年1月20日｡

35) 『朝野新聞』明治21年1月21日｡
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36) 『森有礼全集』1, p. 46f･ (『伊藤博文関係文書』7, p･ 391f･)

37) 『伊藤博文関係文書』1, p･ 371庁･

38) 『朝野新聞』明治21年3月23日｡

39) 『伊藤博文伝』中,p. 566ff.なお大隅入閣の経緯については,兼近輝雄｢明治19年から23年に

至る政党の連合運動について+上, (『社会科学討究』〔早稲田大〕巻19, 2号, 1974年3月)が･

主として大隅の側からみた入閣理由の分析を試みている｡

40) 『めさまし新聞』明治21年1月10日｡なお大隅入閣の交渉はこの暗が最初ではなく, 87年8-

9月にも行われたがまとまらなかった(『伊藤博文伝』中, p･ 551f･)｡この8-9月の交渉過程

で大隅は｢各省之内廃合静+を提起したといわれるが(｢9月19日付伊藤宛松方正義書翰+, 『伊

藤博文関係文書』 7, p. 124),廃合対象に文部省が含まれていたのか否かは明らかでない｡

41) 『伊藤博文伝』中, p･ 616･ 『森有礼全集』p･ 345･

42) 『めさまし新聞』明治21年3月15日｡

43) 『東雲新聞』(明治21年3月3日)は｢教育専務の某省にては現員の二分の-+の定員減が行わ

れるだろうと,文部省縮少説の報道をしている｡また同紙は黒田首相が逓信省･農商務省合併を
計画しているとか(同年11月13日), ｢文蔀省の大改革+が近く着手されるとか(同年12月1日)

報じている｡

ⅠⅠ

ジャ-ナリズムに現れる文部省廃止論としては, 1889年(明治22)3月の『国民之友』の

論説｢文部省を廃止す可し1'+が,これまで知られている限りでは最も古い｡徳富蘇峰の

筆に成ると考えられている2'この論説については,すでに梶山雅史の研究がある3)｡梶山

は本論説の｢制度改革の構図+杏, ①帝大独立, ②高等中学校廃止, ③高等教育親閲の私

立化, ④文部省機構の縮少と内務省教育局-の改編, ⑤教育委員会設置の5点に要約した

上で,この｢構図+は｢近代公教育制度そのものにひそむ人間教育の欠如をすでに先取的

に意識し+たところから生まれたものと述べている｡そして｢構図+の①-④は近代教育

の私事性原則に基づく｢学校官化政策+批判に, ⑤は公共性原則に則る教育方針安定化の

要求にそれぞれ支えられており,そこには両原則の｢相互補完という見方+が貫かれてい

ると指摘している｡極めて的確な指摘であって,とくに蛇足を加える必要はないと思われ

る｡ただ一言付加するなら,本論説が教育委員会常務委員の｢指名は陛下の親裁による可

し+としている点は,本稿の立場からほ軽々しく見逃すことができない｡とくに教育委員

会通常委員と常務委員との関係を市会と市参事会とのそれになぞらえながら,参事会が市

会の選挙によったのとは異なり,なぜ常務委員指名権を天皇に付与しようとしたのか,大

きい疑問が残るところである｡梶山がいうように,本論説が近代公教育制度に潜在する欠

陥を先取的に意識していたことは明らかであるが,その｢先取的意識+は天皇制教育体制

｢そのものにひそむ人間教育の欠如+という点にほ向けられなかったといわざるを得な

い4)o 天皇による指名が公共性原則を保証するものでないことも,また改めていうまでも

ないことであろう6).

このような問葛は残るものの, 『国民之友』論説が爾後盛んに現れるようになる文部省

廃止論の口火を切ったことは確かであって,本論説に1月余遅れて発表された三宅米吉

｢文部省ヲ廃スべシト云フ論+ち,これに触発されたのではないかと考えられる.三宅論説

は従来余り知られていない上に6'とくに長文でもないので,まず初めに全文を紹介してお

こう｡
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文部省ヲ廃スべシト云フ論-,随分以前ヨリ余輩ノ耳ニスル所ナリシガ,近頃又之ヲ

唱道スルモノアル由二間ク｡抑-省ノ廃置-,其ノ関係スル所甚広クシテ容易ナルモノ

ニアラズ｡故二余輩-容易二廃省ノ説二左裡スル能-ズト錐,政府十省ノ中執レカ尤容

易二廃シ得べキヤト云-メ,余輩-其ノ文部タルヲ信ズ.文部ノ事務)T全国ノ教育ヲ支

配スルニアレドモ,就中普通ノ教育ヲ以テ其ノ支配スべキ主タルキノトス｡専門諸大学

ノ如キ-大抵他省ノ管理二委シテ可ナルべク,彼ノ所謂大学ノ如キ-之ヲ独立(陛下

又-内閣二直隷)セシムレバ,専門学務-只中学及ピコレト同等ナル専門私立諸学校

ノ支配ノミ｡又編輯局ノ如キ-大二其事務ヲ縮少スルコトヲ得べシ｡サレバ今ノ普通学

務局ヲ棺拡張シテ他ノ諸局ノ縮少シタルモノヲ之二合スレバ,即教育ノー局ヲナスべシ｡

固ヨリ其事務全国二亘リテ広カラザルニアラズト錐,之ヲ大蔵,内務ノ諸局二比シテ大

差アルべカラズ｡況,其ノ事務コレラニ比較スレバ造カニ簡易ナルヲヤ｡然レドモ余輩,

文部ヲ廃シテ之ヲ他省二附属セシムルヲ不可トス｡宜シク直二内閣二隷セシムべシ｡省

ヲ廃スル-只其ノ事務ヲ減縮スル為ノミニアラズ,又其ノ施政ヲシテ成ルべク常二変動

障擬ナカラシメンガ為ナリ｡蓋今ノ官制ノ如ク内閣大臣ヲ以テ文部ノ長官トナス時-,

勢其ノ交迭ヲ頻繁ナラシメ,且其ノ内閣二列席スルノ故ヲ以テ,文部ノ事業二適当ナラ

ザル人物モ時トシテ之ヲ占ムルコトアラン｡其ノ長官ノ更迭多キモ,其ノ適任ナラザル

モ,皆省務ノ停滞ヲ釆タス所以ナリ｡故二若シ此ノ長官ノ位地ヲ内閣ヨリ分離スル時-,

専此ノ位地早通当ナル人物ヲ撰用シ得べク,其ノ交迭ヲ屡スルコトナキヲ得ベシ｡兎二

角文部施政ノ変動ヲシテ成ルべク少カラシメソコトヲ謀ル-,余輩ノ常二希望スル所ナ

リ7)0

文中, ｢随分以前ヨリ余輩ノ耳ニスル所+というのは, Ⅰで紹介したところの88年1月に

おける廃省報道を, ｢近頃又之ヲ唱道スルモノアル由+というのは, 『国民之友』論説を指

すものと思われる｡三宅がこの論説を書くに至った動機の一つが『国民之友』論説にあっ

たことがうかがわれるのであって,それだ桝こ両者の論点にはいくつかの共通点がある｡

①廃省の目的を行政経費節減ではなく, ②教育方針の安定化においていること, ③教育行

政の一般行政からの独立と,教育エキスパートによる教育行政コントロールを構想してい

ること, ④帝大独立などによる文部省権限の大幅な縮減を考えていることなどが,一読明

らかなように両者に共通している｡しかし文部省を廃止したあと②③をどのようにして実

現するかという具体策をめぐって,両者の意見は別れる｡ 『国民之友』論説が②③の保証

を内務省教育局･教育委員会の設置に求めたのに対し,三宅は教育局の内閣直属を提唱し

た｡教育委員会設置構想が若干の問題を残すものであったことは前述したが,三宅の内閣

直属説もまた別の問題をもたなかったわけではない｡

三宅は2か月後に発表した別の論文でもほぼ同じ主張を繰返している･のであるが8),そ

こでは教育局を内閣直属にするべき理由として,教育行政の政治的(ないし党派的)中立と

いう論点を新たに付加している｡そして, ｢兎二角余輩-文部長官ノ位地ヲシテ政党ノ風

波二動揺セラレザル所ニアラシメ,善ク教育ノ学理卜実務二通ジ兼テ経略二富ミタル人ヲ

以テ,其ノ位置二置カソコトヲ欲スルナリ+と述べている.国会開設を一年後にひかえて,

｢今後政党ノ争権甚旺ナルニ及+ぷことを予想しての立言である｡しかし単に内閣直属と
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いう仕方でほ,俊に｢政党ノ風波+を防ぐことができたにしても,そのことは決して教育

行政の政治的中立を保証するものとはいえないであろう｡ ｢超然として政党の外に立ち-

-不偏不党9)+を標模した当時の官僚内閣が極めて党派的な存在であったことからも判る
ように,官僚支配は本来党派性を帯びる｡それゆえ中立性確保を目ぎすのであれば,官僚

支配排除がそのための不可欠の条件とならざるを得ない｡ 『国民之友』論説が教育委員会

によって官僚支配をチェックしようとしたのに対し,三宅はこのことを無視ないし軽視し

ていたということになるであろう｡

三宅論説と時を同じくして,福沢諭吉も『時事新報』 (89年4月30日)社説｢国会準備の

実手段10)+において文部省廃止を主張した.福沢はかねて文部省権限の縮少をたびたび論

じており, ｢或る人の考+として｢文部省を廃し内務省に学事局を設けて事足る可し+との

説を紹介したこともあった11)｡ただその際は廃省論の存在を紹介したのみで,その可否は

｢他日に譲+るとして保留していた｡上記社説はこの保留を解除したものといえるO徒つ

てこの社説でほ廃省後の教育行政事務をどこへ移管するかを述べていないものの,恐らく

内務省移管を含みとしていたのではないかと考えられる｡ただしこの社説での福沢の主要

な関心は政費(行政経費)節減にあったので,移管先がどこであるかは,それはど大きい問

題ではなかったのかもしれない｡教育行政の是正･改革を無視しているわけではないが,

文部省廃止の目的がそのことにあったのではないのである｡

福沢が政費節減を説いたのは,この社説の表題からも判るように,国会開設の準備とし

てであった｡彼は翌年開かれる､筈の国会で政費節減問題が一大争点となり,政府と議会と

の衝突を惹起こすことを予想していた｡だから前もってこの争点を除去しておくことが議

会運営を円滑化し,彼の持論である官民調和を実現するためには何よりも必要だと考え,

国会開設以前に大幅な政費節減を政府自らが断行するべきだと主張したのである｡そして

政費節減の手段として,官員の淘汰と中央･地方の行政機構の縮少をあげ,具体的には農

商務省･文部省の廃止,府県合併が必要だと論じたo農商務省廃止の論拠は彼が常に説い

てきた民業不干渉論にあるが,文部省廃止論もはぼ類似の根拠に基づく｡すなわちそれは,

①政府が所管するべきは｢純然たる学理推究の為+の｢高上至極たる学院+と, ②｢最下

等小学+に対して｢大体の方向を示+すことのみであって, ③｢其教授法･維持法の細目

は都て各地方の適宜に任+ずべきであり, ④大学(およびここでは明言していないが中等学校･

専門学校)は私立化するべきである,の四論点に要約できる｡つまり教育行政権･教育事業

権を政府がいわば一手に撞っている現状を改めて,政府･地方･民間の三者に分割し,そ

れによって政府機構の縮少-政費節減を達成しようとしたのが福沢の廃省論であったが,

その出発点には, ｢文部省も,維新の初に当り国民が西洋の文明を恵んで古学流に粘着す

る共時代には,教育の方向を示す為めに臨時に-官省を設け,官立の学校を設けて国人に

率先するも自ら其理由なきにあらざりし+とし､う認識,文部省が｢臨時の-官省+にすぎ

ないという認識があった｡この｢文部省臨時官省説+紘,前には実はふれなかった｢元来

文部省たるものほ,之を行政学の系統より論ずれば内務に属するものにして′,必ずしも-

省を構へねばならぬと謂ふべきものにあらず+とする『国民之友』論説の論点や1皇), Ⅰで

若干の推測を試みた山県提案文部省廃止論の｢理+に共通するものでもある｡西欧行政学
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の常識からみて,文部省はもともと設置するベきでない官庁であり,従って教育行政事務

の内務省移管はその本来の在り方の回復だとする認識が,当時広汎に存在していたことが

うかがわれるのである｡

ところで福沢の上記四論点のうち①②④は, 1880年代以降しばしば彼が論じたところで

ぁって,学校を一種の自由競争下におくベきだとする｢学校自由競争論+が基調になって

いる.ところが塀似の主張は,一見福沢とは思想的･政治的立場を異にすると思われる人

たちからも,同じようになされている｡自由党系雑誌『政論』は,前記福沢の社説に先立

っ88年11月, ｢自由競争の法則に従ひ社会に教育の振起せんことを切望+する立場から,

福沢の主張のうちの②④に類似する議論を展開していた18'oまた国粋主義雑誌『亜細亜』

にも, ｢教育の如きは之を民間に一任せぎるベからざるの時運+に達したがゆえに政府ほ

干渉するべきでないとする主張がみられる14)o本稿で扱う時期よりやや遅れるが･国粋主

義者彰浦重剛も文部省廃止･官公立学校廃止による私学の振興と,政府補助金による教科

書専売制実施とを結びつけて論じた18)o福沢の文部省廃止論を支える｢文部省臨時官省説+

とともに｢学校自由競争論+も19世紀末の日本に相当広く存在しており,結局福沢の所説

はそれらを結合して当面の政治課題である政費節減問題の一点に集約していったものとい

うことができる｡

福沢は国会開設の時期がさらに迫った90年1月にも,
｢農商務省,文部省は無論,其他

諸省,陸海軍の或る部分に就ても,少しく調査する所あらば,節減の道を求むる蓋し難き

に非ざるベし16)+と論じたが, 89年から90年前半にかけて,主として政費節減の観点から

文部省廃止に賛成する意見や,同じく政府部内で文部省廃止ないし縮少が計画されている

という風説が盛んに現れているoどちらかといえば文部省廃止問題に消極的姿勢を示して

いた改進党系の雑誌にも,
｢経費節減･民力休養の必要+から･ ｢文部省廃止の説世上に起

るや,手を拍て之を賛成したりき17)+と述べる｢寄書+が現れているoまたすでに石附実

の研究でもふれられているように18)･雑誌『日本人』も,
｢文部省の官僚的な教育統制へ

の批判+という立場から,大学独立･高等中学校廃止･文部省廃止と内閣学務局-の改編

を論じて, ｢帝国議会の見るところ,如何あるべきや+と問うている19)o政費節減が課題と

なることが予想される議会-の期待があったものと考えられるoこのはか政府部内で文部

省縮少あるいぼ廃止が検討されているとする風説も相次いで起こったo
89年段階でほ｢文

部省にも改革あるペしとの風説あり20)+と報じられたが,これは機構･定員の削減,つま

り文部省縮少説であった｡ 90年に入ると元老院廃止後,参議院を新設する経費を捻出する

ため,文部省廃止が計画されているとの風説が伝えられた21)oこれらの風説の真偽は確か

め難いが,風説が先述のように世論の意味をもつとすれば,
『国民之友』論説以後の多数

の文部省廃止論が次第に世論化して廃省風説を生み出したものとも考えられるoまたそう

でないFLLても,議会対策として政府が政費節減のポーズを採り,その中で少なくとも文

部省の締少が考慮されたとしてもそれはど奇異なことではないo
90年5月の井上毅の山県

首相宛←冗費節約意見書+では･ ｢公衆の政府に対する信用は,既に分毒を存することな

し.今の道に由て進むときほ,帝国議会の初期は徒に官民紛争の場とな22)+る,という状

況認識が示されているが,政費節減ポ-ズの採用が,政府にとってのきびしい状況を緩和
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する一方策であり得たことは確かであった｡

政費節減論と結びついた廃省論･廃省説が盛んだった90年には,これまで概観してきた

のとはやや趣きを異にする文部省廃止論が現れた｡教育行政事務の天皇直属を唱える海江

田信義｢建言書+ (90年6月)がそれである23'.文部省を廃して｢皇室ノ直管二属スル+学

政院を設け｢専ラ学事ヲ総監+させよ,と述べるこの建言書ケこついては,佐藤秀夫･平原

春好･神田修の研究がある｡佐藤は学政院を｢徳化ないし教化の根元として皇室を措定し,

伝統主義的な教学観による教育方針の一定化を保障するための機構として,皇室直管下の
＼

学事諮問問境関を構想した+もので, ｢その志向は,教育勅語の公布,教育立法の勅令主

義の採用などにおいて,その後実践的に継東された24'+とし,平原は｢教育行政を一般行

政から分離しこれを皇室の直管に移すことを考え+たものと押えた上で,そこでは｢教育

行政をこおける中央･地方の一元化+ ｢教育行政の独立のための財政的保障策+が構想され

たとしている25'｡また神田は｢文部行政を一般行政から独立させ全面的に天皇直属とす

る26'+もの,と簡明に要約しているoこの学政院構想の内容･特徴等についてほ,以上の

先行研究で尽されているので何ら付言の要はない｡ただ佐藤が学政院の｢志向は,教育勅

語の公布--･などにおいて,その後実践的に継東された+と述べたことにかかわって,若

干補足しておきたい｡

現存の建言書(『伊東巳代治文書』)は宛所を欠くため提出先が判らない上に,建言書正本

であるのかどうかも疑問であり,果して実際にどこかへ提出された否かを疑う余地が残る

のであるoどこへも提出されなかった草稿のようなものであったとすれば,その影響する

ところはほとんど皆無だったということになる.ところが次の雑誌記事によると,少なく

とも政府(内閣) ･枢密院(の一方または双方)に提出されたのではないかと考えられる｡
此頃政府部内にても,文部省をして政治局外に独立せしめ,帝室の管理に属せしめん

の建議をなすものあり｡内閣大臣中にては山臥松方,西郷等の各大臣,枢密院にては

東久世,副島,福岡,佐野,元田等の各顧問官にも,賛成の意を表し居ると云へり27'.

海江田の名は出ていないものの, ｢建議+の内容,この記事発表の時期(建言書紅みえる日

付の2か月後)から見て,海江田のものと考えてまず間違いはないであろう｡これに賛成し

たという大臣･枢密顧問官の名が列挙されているところから,提出先についても上述の推

測が成立する｡賛成者名がどれだけ正確に伝えられているのか,疑問の余地がないわけで

はないが,列挙されているのは内閣･枢密院中の,とくに保守的な人物をほぼ網羅してい

るようである○強弱･大小の差はあろうが,彼らが海江田建言書に動かされたことは,紘

ぼ確実であろう｡つまり学政院構想は,政界上層部の保守的な層に何らかの影響を及ばし

たことが推測されるのである｡しかし,閣僚中の｢開明+派に属する陸奥･後藤の名が見

えないのは兎も角, 90年6月当時教育勅語作成を推進していた山県首相･芳川文相も賛成

者に入っていない(元田の名は見えるが)｡伝聞によると思われる雑誌記事であるから,余り

細かい笹索には値しないかもしれないが,伊藤宛12月30日付海江田書翰にも,注目するべ

き記述がある｡

拝啓o近日寒気厳敷相成供処,先以御清康被成御坐奉敬賀侯○貴族院開設中は随分御

骨折と奉察供o先々都合よく議員中気分もよろしく,御蔭を以為国大慶仕侯｡陳ば騰貴
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覧置侯教育上拙子意見書御覧済相成侯はゞ,年頭御出京の序に御持参,伊東巳代治殿へ

御渡被下度奉願侯要件迄侯｡万拝顔に譲置侯｡頓首｡

十二月三十日 海江田信義

博文先生閣下28)

90年歳末を小田原で過していた伊藤に宛てたこの書翰によって,海江田が伊藤(12月当時

貴族院議長)にも内閣等宛とは別に建言書(恐らく写)を送っていることが判明する｡ ｢伊東

巳代治殿-御渡被下度+とあるところから, 『伊東巳代治文書』に現存する建言書がこの

写である公算が大きいが(前述の宛所が欠けていることに関する疑問もこれによって氷解する),

それは兎も角,この書静から読取れることの一つは,伊藤が建言書をかなり永く放置して

いたらしいことである｡ ｢御覧済相成侯はゞ---御持参--御渡被下度+と催促しており,

放置は何か月かに亘ったのではないかと思われる｡多忙のためかもしれないが,建言書に

対する伊藤の冷淡さを示すものともみられる｡教育勅語作成過程での伊藤の態度も微妙で

あったが,海江田建言書に対しては尚更であった｡ ｢皇室自ラ教育ノ大綱ヲ総携シテ臣民

ヲ薫陶+と述べる建言書は,大筋では教育勅語と相容れないものではないであろう｡後者

が前者を｢実践的に継承+したということは確かにいえるものの,なお両者の間に若干の

距離があることを,伊藤は恐らく感じとっていたのではないだろうか｡山県･芳川が賛成

者に加わらなかったらしく,伊藤がそれを放置していたことは,建言書の構想するところ

が,教育勅語発布を画期として形成の緒についていく天皇制教育体制とほ若干の距りをも

つものだったこと,少なくとも伊藤たちがそのように感じていたことを,示すものではな

いだろうか.もしそうであるなら, ｢個人的構想に止まる29)+として比較的軽視されてき

た海江田建言書は,天皇制教育体制確立過程における試行錯誤に一事例を加えるものとし

て,それなりに評価されなければならないものをもつといえるであろう｡

ところで,海江田建言書の1か月後の90年7月に実施された衆議院議員第1回線選挙で

多数を制したいわゆる民党各派は, 11月末の国会開会に向けてそれぞれの態勢を整えてい

くことになるが,当初の予想に反しこの過程では文部省廃止問題は余り取上げられていな

い.まず自由党系諸派が合同して9月15日結党式を挙げた立憲自由党は,その｢党議+に

｢政務を簡便にし政費を節減する事+ ｢教育制度を改正する事+などを掲げたが80), ｢政務

簡便+の具体策として廃省問題が一応論じられたのは11月の臨時評議員会においてであっ

た｡その議題のうち当該問題に関連するのは, ｢第3号議案官制改革+中の｢官制を改革

し各省局を便宜に廃合する事+という一項であって31),11月11日の会議で小山久之助(長野)

が｢どの省を廃合するのか+と問い,議長の大江卓(岩手)は｢何れの省を廃し何れの局を

合すべきや等のことは,委員に於て確然決定したることに非ず+と答えている82)o 14日に

は山田猪太郎(秋田)が, ｢省局+を｢文部･農商務･逓信の三省の中+と改めよと論じて

文部省廃止を捉起した｡しかし山田修正案は成立せず,あいまいなままの原案が可決され

た83).また立憲自由党系の院内団体弥生倶楽部は,これに先立つ9月2日,政務調査事項

を決定しているが,そのうち教育関係6項目中には文部大臣職権･文部省予算額など文部

省の存続を前提とする項目が含まれている34)o一方改進党は絵選挙前の90年2月, ｢十六

演題+ ｢政紀十条+という形で政策を発表していたが, ｢政費節減+ ｢国用節省+という抽
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象的表現にとどまり,廃省論を表面に出していない36)o前記立憲自由党臨時評議員会でも,

省局廃合を掲げるのは官制大権(帝国憲法10条)にふれるという消極論も出ており$3),単な

る議論としてなら兎も角,具体的な政策として文部省廃止を打出すことは難しいとサる見

方が,一つの流れとなりつつあったようである｡

このような流れは, 11月29日開院式を迎えた第1議会にもそのまま持込まれた｡管見の

範囲では,本会議における発言で文部省廃止に言及したのは,吏党･大成会の近藤準平

(静岡)のみである.それも農商務省廃止を主張するに当って, ｢慶'ノ査定案ガあノ位ニ詞

ガ付キマシテ,文部省,農商務ノ二省-なぜ廃省ニナラヌカト云フ,実-感ジヲ懐イテ居

リマシタ36)+と,文部廃省を引合いに出しているにとどまる.周知のように第1議会では

予算削減問題をめぐって議事が紛糾を重ねたが,その

間文部省廃止問題は全く後景に退いた感がある｡右の

表から明らかなように,大幅な予算削減を試みた査定

案でも,文部本省経費の削減率は学校費にくらべて少

ない｡廃省はもちろん,文部省の機構締少さえ全く考

えられていないのである(ただし他省の場合より削減率は

大きい)0

いわゆる土佐派の裏切りによって第1議会における

予算問題が政府の勝利に終ったこと-の反省の結果で

あろうか,第2議会開会が近づいた91年秋には,自

由･改進両党(および小会派の若干)は民党連合を強化

しつつ議会対策を打出していくが,この時期には文部

第1表 予算査定案における

削減率の比較37)

文部本省 41. 17o

学校図書館費 54. 6

文部省計 52. 3

各省庁費* 21. 5

各省俸給* 19. 4

軍艦製造費 3. 6

兵器弾薬費 0

荏) *の各省には文部省を含まな
い｡

省廃止･縮少問題も-応浮上している.第1議会で硬派の立場を貫いた改進党は,第2議

会における予算案査定基準として91年11月,官制改革案を作成しているが,この間｢文部･

逓信･農商務の三省を廃すべし杯伝ふるものもありしが88)+と報じられた｡しかし結論と

しては単に専門･普通両学務局の合併という,文部省縮少論に落着いていが9)oまた自由

党(91年3月,立憲自由党を改称)ち,予算･法案に対する基本方針を決定したが,それは,

｢海軍省及文部省の如きは,二十余年来の形跡及現在の実況に就きて見るも･常に党議に

反し甚だ喜ばしからざるもの多ければ,斯かる省の所管に係る予算及法案に対しては,新事

業は悉く之を廃棄し其経費は充分に節減を加-て,大に某省務の改良変革を態漕40)+する

趣旨のものだと伝えられているoしかし文部省廃止問題に対する言及は見られず･かえっ

て｢文部省を廃すべしとの議論は,果して自由党の方針なるや否は･未だ知らずl)+とも

いわれた｡このように民党諸派が廃省論を明確な形で主張していないのと対照的に,議会

内のより保守的と見られる層から,それが打出されていることが･この期の特徴の一つと

いえる｡のちに述べる大成会の｢官制改革上奏案+および貴族院新選議員渡正元(もと元老

院議官)の次の演説は,保守派側からの廃省論である｡

渡は10月10日,華族会館で｢国力養成論+と題する演説を行なったが･その要旨は次の

ようなものだったという｡

方今国力疲弊の余,之を救済するの術なし｡姑らく忍んで先づ英国是を定め勤倹を守
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るの止むを待ざるに出ることを発明せりo釣て政府は英断して現今の制度を一変し,政

府九省を置くの制を改め,之を縮減して其三省を廃し更に内閣及六省となし,大に其政

費歳出の額を減殺せんことを望む｡

即ち文部,農商務,逓信の三省を廃す｡

第一文部省の本務は之を一局となし内務省に隷属せしめ,帝国大学を独立の一部

となす

凡そ一国の教育方針は･某国内の民情,風俗を鑑み,伸縮衷弛せざるベからず｡内務

省は内国人民の保護,警察を掌るo教育のこと亦た内務職掌に属すベき性質あるものな

り-･･-

斯くの如くして此三省に対する経費を削減し,尚は各省の経費中に於て可成丈けの削

減を為さば,歳入中に巨大の剰余を得るなりo此の剰余を以て殖産興業の資金とし其方

針を確定し,年々其針路を逐って其緩急を図り,官民鋭意熟bLて国力養成の策を採ら

ば,帝国独立の威厳は走れより興起することを得ベしo対等条約も是より其目的を達す

ることを得ベし42).

政費節減を直接の目的とし,行政系統論を論拠にした三省廃止論であるが,廃省によっ

て生じる余剰を｢殖産興業の資金+に充てることを主張しているところに,渡の廃省論の

特色があるo貴族院議員の三浦安も当時渡と同意見で三省廃止を｢頻に唱道+したといわ
ち

れるが, ｢此論は些と急激に捗る嫌ありo議員一般の受けも悪かるベしとて,当年議会に

は提出せざる決心なり4孟)→と報じられており,提唱者の三浦･渡が有力議員であったにも

かかわらず,結局この三省廃止論は議会の問題とはならなかった.これに対し文部省廃止

を｢上奏案+の形で議会に提出したのが,大成会の｢官制改革上奏案+である｡元田肇

(大分)
･牧朴真(長野) ･今井磯一郎(愛知)の3名の名で第2議会最終日の12月25日(同日議会

解散)に提出されたH)この上奏案については･その内容はもちろん存在さえも知られてい

なかったようなので46'･次にその主要部分を紹介しておきたいo

伏で降るに陛下御即位以来,宵衣畔食,励精治を図り,簡易を主とし倹素を務め,以

て国家臣民の幸福を増進せんこと,を期し給ふo塞に列聖の遺徳を紹ぎ,模範を後世に垂

れ給ふ所以なりo臣等思ふて掛こ至る毎に,嘗て感泣せずんばあらず.謹で按ずるに,

国防の要務は一日も忽諸にすべからずo富国安民に関する凡百の政務は益々進んで其効

を収めざる可らぎるは･昨年以来陛下臣等に下し賜ふ所の勅諭に依り,以て聖旨の存す

る所を窺ふに足るo臣等量奪発,以て聖旨を奉体せざるベけんや--陛下至仁至勇,潔

く実況を察し給ひ,当局大臣をして断然経費の節減を行はしめ,百事専ら倹素を旨とし,

苛も観真に属するものは悉く之を省き,官署を廃合し吏員を減少し,且つ其吏務を更草

し鵡勉心力を喝し--大に国民の気風を鼓舞し･国勢振興の聖諜をして益々発揚せしめ

られんことをo臣等渇望の至りに堪へず,真にB[)舵,臣等が私に擬議する所の官制改革

の要領を奉呈す｡薫くは御裁可あらせられんことを｡謹で上奏す｡

官制改革の要償

還芸冨去望芸芸&Ll書芸芸芸誓.<益委員忘芸芸…書芸芝芸芸去o&o
_妄芸芸冨歪
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学校及び東京図書館は内務省の所管とす-･-

-憲兵の職務は軍事警察に限るものとし其人員を減少す･--

-警視庁を廃し東京府に合す･--
理 由

熱々方今の国状を察し国家経済の全体より通観するに,国権の拡張と国富の増進紅関し

ては,費用の必要不可己あり.此等に関しては固より其支出を惜むベからずと維も･財

源自ら限りあり.加之民力の休養亦力めて之を謀らぎるベからず,其れ然り｡葵に経常

の政費に至りては宜しく大に節減の方針を取り,政務の張弛緩急共産を量り,百事専ら

簡易を主とし,非常の改革を行ひて,経費の節減を断行すべしo走れ本案を授出する所

以なり46)｡

この上奏案はその内容面からも,またその提出時期という点からも,かなり複雑な性格

を帯びているようである.まず内容の上では多岐にわたる改革点が列挙されているが,そ

のうち廃省対象とされているのは文部省のみであるo引用では略したが他省についてはす

べて局の合併にとどまっているoまた憲兵･警視庁などの国民抑圧機構の廃止･縮減を謡

いながら,軍備についてほ一言もふれていないことも注目されるo廃止･縮減の対象が文

部省･憲兵･警視庁の三者に限られた理由は明らかでないが,当時この三者に共通点があ

ると考えられていたためであろうか.あるいは単なる偶然の結果であろうか47'o従来の教

育史研究には,当時の文部省が憲兵･警視庁なみの抑圧機構であったとするものは見当ら

ないようであるが, 19世紀末の一般民衆にとって文部省がどのような存在と映じていたか

紘,こんご明らかにされねばならない問題の一つであろう48'.文部省廃止後の具体策につ

いては, 『国民之友』論説の主張と極めて頼但している.政費節減がこの上素案の眼目の

一つになっているが,教育方針安定化もまたその視野に入っていることが,教育委員会設
置提案からうかがうことができるo以上の内容は,大成会提出案とはいえ民党にとっても

反対の余地のないものといえるが,軍備縮少にふれていないことも,当時の民党との対立

点になるものではなかった.

民党は当時軍備縮少説を全く採っておらず･前述のように海軍省予算に対する自由党の

きびしい方針が伝えられてはいるものの,政費節減によって生じた余剰を軍備に充てるこ

とに同党ほ反対でないとも報じられた49).また改進党系新聞も｢軍備拡衷は民党の非難す

る所にあらず+と明言している50'.民党がリードした第1議会予算査定案が軍事費を削減

しなかったことから判るように(前掲第1表参照),軍事費に関しては民党･吏党の間に政策

的対立はなかったのである｡このように,大成会上奏案は民党といえども賛成せざるを得

ない内容をもち,しかも政費節減･抑圧機構の廃滅という人心に投じる性格のものであっ

たo 『国民之友』論説の主張とほぼ同じく,教育委員を｢勅撰+としていること払教育

方針安定化の保証が究局的に天皇に或められていることを意味し,それは教育勅語を核と

して現実に形成途上にあった天皇制教育体制とほ別の天皇制教育体制に連なるものであっ

たかもしれないoしかしもしこの上奏案が衆譲院に上提されておれば･このことを理由に

民党が反対票を投じることばなかったであろうo天皇制教育体制がどのようなものとして

定着していくことになるのかについて,政府も吏党も民党も確たる見とおしをもっていな
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かった筈だからであ.る｡

もちろんこの上黄葉は上程されずそのまま廃案になったo案提出が解散当日にな-?たの

が,意識的に延ばされたためか検討に暇どった結果なのかは明らかでない5.)｡第2議会は

第1議会以上に政府民党の対立が激化していたが,議会側では停会は予想していても解散

は意想外だったらしく52),上奏案提出が解散当日になったのは偶然の結果かもしれないが,

むろん確定的なことはいえないo民党も賛成せざるを得ないような案が出された理由につ

いても, ｢民心を得んとする窮策63)+とする見方と,予算修正案提出の前提として官制改革

案を出したとする見方54)とが当時も対立していたoこれらの問題を明確にするためには,

近年漸く緒についたばかりの吏党研好古)の進展に倹つべきものもあろう.しかしその｢破

裂56)+がしばしば語られるはど雑多な傾向を内部に抱えこんでいた大成会が,たとえ｢民

心を得んとする窮策+としてであっても文部省廃止論提出に踏みきった意味は,決して小

さくはないo廃省論は恐らく雑多な傾向の公倍数的なものだった筈であり,同じことは大

成会以上に雑多な債向をもつ国民全般についてもいえるのではないだろうか｡国民のある

部分に対して,文部省は憲兵なみの存在であったかもしれない｡それとは反対に,天皇制

教育体制を確立していく上で無力な存在とみなされた場合もあったであろう｡あるいは単

に無用の長物祝する人,教育不安定化の源泉,教育の自由の妨害者等と見る人もあった筈

であるo学校普及に対する文部省の貢献を認めつつ,なおあきたりないものを感じる人も

いたであろうoこうした雑多な憤向の人びとに対して,文部省廃止論はまさに公倍数的意

味あいをもつoだからこそ,それは←民心を得んとする窮策+にもなり得るのである.大

成会上奏案が国民の声を直接代表していたとはいえないにしても,天皇制教育体制の呪縛

をまだうけていない当時の国民の,文部省に対するさまざまの思いと重なりあうものをも

っていたことは確かであろう｡

注

1) 『国民之友』43号(明治22年3月2日) p. 373ff.

2)中村青史｢『国民之友』の教育論+ (『近代熊本』14号, 1972年12月)
3)梶山雅史｢平民主義-『国民之友』の教育凱(本山幸彦編『明治教育世論の研究』上,

1972年,
p.91庁.)
4)戦前日本において近代公教育制度は,決して一般的な形で実現されたのではない.極めて特
殊日本的な形をとって,つまり天皇制教育体制と不離の形腰をもって実現された｡このことが,

｢近代公教育制度そのものにひそむ人間教育の欠如+をいっそう増幅するものであったことはよ

く知られている｡

5)天皇あるいは天皇家が｢オオヤケ+であったのは,周知のとおり古代天皇制下においてのこ
とであった｡

6)森田俊男編『三宅米吉教育論集』 (世界教育選集79, 1974年)は三宅の主要な教育論を網羅し
ているが,この論文は収録されておらず,巻末の｢略年譜+にも洩れている｡

7) 『文』巻2,8号(明治22年4月30日) p. 1.

8)三宅米吉｢学政上ノ改革+ (『文』巻2, 12号,明治22年6月30日, p･ 1)｡なお森田俊男『三
宅米吉教育論集』 (p･ 72ff･=こも, ｢学制改革構想+と改題･収録｡

9)指原安三編『明治政史』 22 (『明治文化全集』10, p. 36f.)
10) 『福沢諭吉全集』12, p. 112ff.

ll)同上, p.54.

12) 『国民之友』43号(明治22年3月2日) p. 374.
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｢教育制度を論ず+ (『政論』11号,明治21年11月6日, p. 26庁.)

宮崎道正｢教育の前途+ (『亜細亜』7号,明治24年8月10日, p. 5)

道士｢教育社会の現況に感あり+ (『東京朝日新聞』明治26年11月7日, 『移浦重剛全集』 2,

p. 418庁.)

｢帝国議会+ (『福沢諭吉全集』12, p. 333)

草堂生｢逓信省を廃するの議+ (『東京輿論新誌』399号,明治22年6月12日, p. ll)

石附実｢国民主義と自由主義+ (本山幸彦縮『明治教育世論の研究』上, 1972年, p. 131f.)

｢国会開設後の文部省+ (『日本人』40号,明治23年2月3日, p. 24)

｢官省改革の流行+ (『政論』17号,明治22年4月8日, p. 16)

社説｢文部省+ (『教育時論』173号,明治23年2月5日, p. 5)

『井上毅伝』史料篇2, p. 227.

『伊東巳代治文書』322号｢文部ノ組織ヲ改正スル議+ ｢学改組織+ ｢学政之綱領+ (国立国会図

書館蔵)

佐藤秀夫｢高等教育会および地方教育会+ (海後宗臣編『井上毅の研究』 1968年, p. 810)

平原春好｢教権独立論+ (同氏『日本教育行政研究所説』 1970年, p. 40f.)

神田修｢国家教育行政の確立と展開+ (国立教育研究所編『日本近代教育百年史』 1, 1974年,
p. 856)｡なおこれら先行研究では西村茂樹の明倫院構想についても検討されているが,これは

文部省廃止論ではないので本稿では取上げない｡小菅廉の宮内省教育局論(小菅｢教育ノ独立

ヲ望ム+, 『教育時論』188号,明治23年7月5日, p. 10ff.)も同様であるo

｢文部省の独立+ (『教育時論』192号,明治23年8月15日, p. 29)

『伊藤博文関係文書』3, p. 303.

神田修｢国家教育行政の確立と展開+ (国立教育研究所編『日本近代教育百年史』 1, 1974年,

p.856)

『大岡新聞』明治23年9月16日｡

同上,明治23年11月11日｡

『江湖新聞』明治23年11月13日｡

『大同新聞』明治23年11月15日｡

指原安三編『明治改史』 22 (『明治文化全集』10, p. 253)O問上, p. 1450 『朝野新聞』明治

23年2月1日｡

35) 『大同新聞』明治23年10月10日｡

36) 『帝国議会衆議院議事速記録』2, p･ 711･

37)議員集会所編『第一期国会始末』 (『明治文化全集』10, p･ 533ff･)の｢一覧表+から算出｡

38) 『日本』明治24年11月7日｡

39) 『時事新報』明治24年11月7日｡

40)同上,明治24年10月8日｡

41) ｢文部省廃止論+ (『教育時論』237号,明治24年11月15日, p･ ll)

42) 『毎日新聞』明治24年11月6日｡ 『国民新聞』明治24年11月6日｡

43) 『改進新聞』明治24年11月26日｡

44) 『南国議会衆議院議事速記録』3, p･ 379･

45)本山幸彦編『帝国議会と教育政策』 (1981年)紘,巻末の｢議事年表+に･建議案･詩賦等を,

上程されなかったものを含めてはぼ網羅しているが,この上秦案は洩れている｡

46) 『東京日日新聞』明治24年12月25日｡

A=7)上奏案が大成会内部で検討されている頃の報道として,岡上奏案には逓信省廃止も含まれて

いたといわれる(『国民新聞』明治24年12月19日)｡もしこれが事実なら,廃滅対象が最初から

文部省･憲兵･警視庁のみに絞られていたとはいえないことになる.

48)当時｢教育社会が文部省を視る+に｢冷淡+で, ｢教育社会の借用+も薄いと指摘されたこと

があったが(｢教育社会の文部省に対する感情+, 『教育時論』233号,明治24年10月5日, p･ 8f.),

一般国民の文部省観は明らかにされていない.

49) 『事時新報』明治24年10月7日｡

50) 『改進新聞』明治24年10月25日｡
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51)大成会が官制改革上奏案提出を計画している旨が報じられたのは12月6日であった(『国民新
聞』明治24年12月6日)｡この頃から検討が始められたとすれば,捷出までに要した期間はそれ

はど長いともいえない｡

52) 『読売新聞』明治24年12月14日｡

53) 『国民新聞』明治24年12月17日｡

54) 『自由』明治24年12月24日o

55)吏党研究としては,大成会と関係の深い地方政社の分析を主軒こしたものを含め,高久嶺之介

｢明治憲法体制期の吏党+ (同志社大『社会科学』21号, 1976年12月),水野公寿｢明治憲法体制成
立期の反民党勢力+ (『日本史研究』211号, 1980年3月),渡辺克夫｢帝国議会と大成会+ (『日本
学園高等学校研究紀要』 1, 1981年)などがあるにすぎない｡

56) 『東京日日新聞』明治24年12月10日｡


